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〔８款〕自動車取得税交付金                         （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

自動車取得

税 交 付 金 

60,001,000 67,759,000 7,758,000 51,566,000 16,193,000 

    12.9%   31.4% 

 

予算現額６０，００１，０００円に対して、収入済額６７，７５９，０００円で、収入済額は予

算現額に対して、７，７５８，０００円（１２．９％）の増加である。また、前年度と比較すると

１６，１９３，０００円（３１．４％）増加している。 

 

 

〔９款〕地方特例交付金                          （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

地 方 特 例 

交 付 金 

39,035,000 39,035,000 0 39,282,000 △247,000 

    0.0%   △0.6% 

 

予算現額３９，０３５，０００円に対して、収入済額３９，０３５，０００円で、収入済額は予

算現額と同額である。また、前年度と比較すると２４７，０００円（０．６％）減少している。 

 

 

〔10款〕地方交付税                            （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

地方交付税 1,212,122,000 1,255,083,000 42,961,000 1,330,459,000 △75,376,000 

      3.5%   △5.7% 

 

予算現額１，２１２，１２２，０００円に対して、収入済額１，２５５，０８３，０００円で、

収入済額は予算現額に対して、４２，９６１，０００円（３．５％）の増加である。また、前年度

と比較すると７５，３７６，０００円（５．７％）減少している。 

 

 

〔11款〕交通安全対策特別交付金                      （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

交 通 安 全 

対 策 特 別 

交 付 金 

6,700,000 6,555,000 △145,000 6,910,000 △355,000 

    △2.2%   △5.1% 

 

予算現額６，７００，０００円に対して、収入済額６，５５５，０００円で、収入済額は予算現

額に対して、１４５，０００円（２．２％）の減少である。また、前年度と比較すると３５５，０

００円（５．１％）減少している。 
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〔12款〕分担金及び負担金                         （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

負 担 金 307,550,000 286,182,803 △21,367,197 296,677,254 △10,494,451 

 

    △6.9%   △3.5% 

 

予算現額３０７，５５０，０００円に対して、収入済額２８６，１８２，８０３円で、収入済額

は予算現額に対して、２１，３６７，１９７円（６．９％）の減少である。また、前年度と比較す

ると１０，４９４，４５１円（３．５％）減少している。 

 

 

○収入未済額                               （単位：円） 

区   分  ( 節 ） 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額 収 納 率 

社 会 福 祉 費 負 担 金 1,723,718 0 1,723,718 0.0% 

児 童 福 祉 費 負 担 金 28,515,700 280,006,200 8,509,500 97.0% 

合         計     10,233,218   

 

収入未済額の内訳は、社会福祉費負担金については、老人ホーム入所措置費負担金の過年度分１，

７２３，７１８円（３６件）である。また、児童福祉費負担金については、保育所入所児童保護者

負担金の現年度分２，１２９，２５０円（１２６件）、過年度分４，８４１，７５０円（３１７件）、

学童保育室保護者負担金の現年度分６３１，０００円（８８件）、過年度分９０７，５００円（９

８件）である。 

 

 

〔13款〕使用料及び手数料                          （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

使 用 料 107,220,000 118,075,182 10,855,182 106,575,643 11,499,539 

      10.1%   10.8% 

手 数 料 129,519,000 117,531,480 △ 11,987,520 121,016,048 △ 3,484,568 

      △ 9.3%   △ 2.9% 

合 計 236,739,000 235,606,662 △ 1,132,338 227,591,691 8,014,971 

      △ 0.5%   3.5% 

 

予算現額２３６，７３９，０００円に対して、収入済額２３５，６０６，６６２円で、収入済額

は予算現額に対して１，１３２，３３８円（０．５％）の減少である。また、前年度と比較すると

８，０１４，９７１円（３．５％）増加している。 
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○収入未済額                               （単位：円） 

区   分  ( 節 ） 調 定 額 収 入 済 額 収入未済額 収 納 率 

住 宅 使 用 料 13,050,881 12,074,581 976,300 92.5% 

 

収入未済額の内訳は、住宅使用料で市営住宅使用料の現年度分７６０，２００円（６３件）と過

年度分２１６，１００円（２５件）である。 

 

 

〔14款〕国庫支出金                             （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

国庫負担金 2,165,331,000 2,074,167,186 △ 91,163,814 2,050,388,400 23,778,786 

      △ 4.2%   1.2% 

国庫補助金 393,970,000 428,040,035 34,070,035 495,964,317 △ 67,924,282 

      8.6%   △ 13.7% 

委 託 金 11,643,000 13,309,010 1,666,010 13,367,840 △ 58,830 

      14.3%   △ 0.4% 

合 計 2,570,944,000 2,515,516,231 △ 55,427,769 2,559,720,557 △ 44,204,326 

      △ 2.2%   △ 1.7% 

 

予算現額２，５７０，９４４，０００円に対して、収入済額２，５１５，５１６，２３１円で、

収入済額は予算現額に対して、５５，４２７，７６９円（２．２％）の減少である。また、前年度

と比較すると４４，２０４，３２６円（１．７％）減少している。 

 

○収入未済額                               （単位：円） 

区   分  ( 節 ） 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額 収 納 率 

災害復旧費国庫負担金 29,764,000 0 29,764,000 0.0% 

合         計     29,764,000   

 

  収入未済額の内訳は、災害復旧費国庫負担金の災害復旧工事費負担金２９，７６４，０００円で

ある。 
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〔15款〕県支出金                              （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

県 負 担 金 683,309,000 674,086,453 △ 9,222,547 646,935,046 27,151,407 

      △ 1.3%   4.2% 

県 補 助 金 320,695,000 285,996,445 △ 34,698,555 292,974,887 △ 6,978,442 

      △ 10.8%   △ 2.4% 

委 託 金 106,614,000 111,608,276 4,994,276 114,860,703 △ 3,252,427 

      4.7%   △ 2.8% 

合 計 1,110,618,000 1,071,691,174 △ 38,926,826 1,054,770,636 16,920,538 

      △ 3.5%   1.6% 

 

予算現額１，１１０，６１８，０００円に対して、収入済額１，０７１，６９１，１７４円で、

収入済額は予算現額に対して、３８，９２６，８２６円（３．５％）の減少である。また、前年度

と比較すると１６，９２０，５３８円（１．６％）増加している。 

 

 

〔16款〕財産収入                              （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

財 産 運 用 

収 入 

6,004,000 4,532,220 △1,471,780 5,286,130 △753,910 

    △24.5%   △14.3% 

財 産 売 払 

収 入 

10,002,000 6,630,000 △3,372,000 32,630,880 △26,000,880 

    △33.7%   △79.7% 

合 計 16,006,000 11,162,220 △4,843,780 37,917,010 △26,754,790 

      △30.3%   △70.6% 

 

予算現額１６，００６，０００円に対して、収入済額１１，１６２，２２０円で、収入済額は予

算現額に対して、４，８４３，７８０円（３０．３％）の減少である。また、前年度と比較すると

２６，７５４，７９０円（７０．６％）減少している。 

 

 

〔17款〕寄附金                                （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

寄 附 金 172,343,000 167,786,172 △ 4,556,828 107,404,313 60,381,859 

      △ 2.6%   56.2% 

 

予算現額１７２，３４３，０００円に対して、収入済額１６７，７８６，１７２円で、収入済額

は予算現額に対して、４，５５６，８２８円（２．６％）の減少である。また、前年度と比較する

と６０，３８１，８５９円（５６．２％）増加している。 
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〔18款〕繰入金                               （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

特 別 会 計 

繰 入 金 

124,791,000 124,790,126 △874 168,181,336 △3,391,210 

    △0.0%   △25.8% 

基金繰入金 929,609,000 778,045,322 △151,563,678 744,973,833 33,071,489 

      △16.3%   4.4% 

合 計 1,054,400,000 902,835,448 △151,564,552 913,155,169 △10,319,721 

      △14.4%   △1.1% 

 

予算現額１，０５４，４００，０００円に対して、収入済額９０２，８３５，４４８円で、収入

済額は予算現額に対して、１５１，５６４，５５２円（１４．４％）の減少である。また、前年度

と比較すると１０，３１９，７２１円（１．１％）減少している。 

 

 

〔19款〕繰越金                               （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

繰 越 金 935,458,000 935,458,079 79 1,039,445,010 △103,986,931 

      0.0%   △10.0% 

 

予算現額９３５，４５８，０００円に対して、収入済額９３５，４５８，０７９円で、収入済額

は予算現額に対して、７９円（０．０％）の増加である。また、前年度と比較すると１０３，９８

６，９３１円（１０．０％）減少している。 
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〔20款〕諸収入                               （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

延滞金、加算

金 及 び 過 料 
11,000,000 7,845,116 △3,154,884 15,102,417 △7,257,301 

    △28.7%   △48.1% 

市 預 金 利 子 31,000 25,332 △5,668 33,854 △8,522 

      △18.3%   △25.2% 

貸 付 金 

元 利 収 入 

18,093,000 18,092,000 △1,000 18,092,000 0 

    △0.0%   0.0% 

受 託 事 業 

収 入 

16,737,000 15,980,126 △756,874 13,603,750 2,376,376 

    △4.5%   17.5% 

雑 入 155,396,000 183,558,288 28,162,288 224,257,496 △40,699,208 

      18.1%   △18.1% 

合 計 201,257,000 225,500,862 24,243,862 271,089,517 △45,588,655 

      12.0%   △16.8% 

 

予算現額２０１，２５７，０００円に対して、収入済額２２５，５００，８６２円で、収入済額

は予算現額に対して、２４，２４３，８６２円（１２．０％）の増加である。前年度と比較すると

４５，５８８，６５５円（１６．８％）減少している。 

 

○収入未済額                                （単位：円） 

区   分  ( 節 ） 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額 収 納 率 

雑 入 243,273,782 183,558,288 57,457,626 75.5% 

 

収入未済額の内訳は、生活保護費返還金５６，０２８，２６９円、重度心身障がい者医療費返還

金１８３，３５６円、老人保健第三者納付金５６５，０００円、高麗川駅西口土地区画整理徴収清

算金６８１，００１円である。 
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〔21款〕市債                                 （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

市 債 1,564,162,000 1,307,462,000 △256,700,000 1,566,173,000 △258,711,000 

      △16.4%   △16.5% 

 

予算現額１，５６４，１６２，０００円に対して、収入済額は１，３０７，４６２，０００円で

あり、収入済額は予算現額に対して、２５６，７００，０００円（１６．４％）の減少である。 

また、前年度と比較すると２５８，７１１，０００円（１６．５％）減少している。 

市債の内訳は総務管理債２１，４００，０００円、児童福祉債４６，２００，０００円、道路橋

りょう債４５３，２００，０００円、住宅債２０，６００，０００円、中学校債２０，１００，０

００円、臨時財政対策債７２３，４６２，０００円、平成２８年度からの繰越明許分である保健衛

生債２２，５００，０００円である。 

このほか、平成３０年度への繰越明許分である公共土木災害復旧債１４，８００，０００円があ

る。 
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５ 歳出  

〔１款〕議会費                               （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

議 会 費 181,467,000 179,192,989 2,274,011 177,710,344 1,482,645 

    98.7%     0.8% 

 

議会運営に関する経常経費であり、予算現額１８１，４６７，０００円に対して、支出済額は１ 

７９，１９２，９８９円である。また、前年度と比較すると１，４８２，６４５円（０．８％）増 

加している。 

 

 

〔２款〕総務費                              （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

総務管理費 2,594,887,000 2,519,953,555 74,933,445 2,281,309,330 238,644,225 

    97.1%     10.5% 

徴 税 費 301,531,000 291,243,044 10,287,956 314,367,016 △23,123,972 

    96.6%     △7.4% 

戸籍住民基

本 台 帳 費 

118,425,000 111,123,871 1,687,129 112,900,226 △1,776,355 

  93.8%     △1.6% 

選 挙 費 33,788,000 31,502,834 2,285,166 43,562,832 △12,059,998 

    93.2%     △27.7% 

統計調査費 2,010,000 1,648,118 361,882 2,750,893 △1,102,775 

    82.0%     △40.1% 

監査委員費 7,764,000 7,725,137 38,863 9,238,337 △1,513,200 

    99.5%     △16.4% 

合 計 3,058,405,000 2,963,196,559 89,594,441 2,764,128,634 199,067,925 

    96.9%     7.2% 

 

予算現額３，０５８，４０５，０００円に対して、支出済額は２，９６３，１９６，５５９円で

あり、前年度と比較すると、１９９，０６７，９２５円（７．２％）増加している。 

支出済額の主なものは、総務管理費ではまちづくり寄附金事務（一般管理費）２３９，７７１，０ 

８８円、公共施設整備基金管理運用事務（財産管理費）３００，３０４，７５３円、庁舎等維持管 

理事業（財産管理費）１１４，３１８，８３４円、ＩＣＴ管理運営事務（電子計算費）１３０，９ 

１４，００２円である。 

 翌年度繰越額が５，６１４，０００円（戸籍住民基本台帳費）ある。 
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〔３款〕民生費                                （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

社会福祉費 3,687,461,000 3,512,106,830 175,354,170 3,566,215,316 △54,108,486 

    95.2%     △1.5% 

児童福祉費 3,073,175,000 2,923,973,721 149,201,279 2,664,158,832 259,814,889 

    95.1%     9.8% 

生活保護費 989,716,000 945,092,395 44,623,605 916,016,047 29,076,348 

    95.5%     3.2% 

災害救助費 106,000 100,000 6,000 300,000 △200,000 

    94.3%     △66.7% 

合 計 7,750,458,000 7,381,272,946 369,185,054 7,146,690,195 234,582,751 

    95.2%     3.3% 

 

予算現額７，７５０，４５８，０００円に対して、支出済額は７，３８１，２７２，９４６円で

あり、前年度と比較すると２３４，５８２，７５１円（３．３％）増加している。 

支出済額の主なものは、社会福祉費では障がい福祉サービス等給付事業（障害者福祉費）９１０，

８６６，１９３円、重度心身障がい者医療費助成事業（障害者福祉費）１２６，７２９，０８２円、

後期高齢者医療広域連合療養給付費負担事務（老人福祉費）４３３，７９５，８２９円、児童福祉

費では子ども医療費支給事業（児童福祉総務費）１５１，４６７，９３６円、児童手当支給事業

（児童措置費）８７６，８６０，０００円、民間保育園等児童保育委託事業（児童措置費）６００，

０６４，２６０円、民間保育園等特別保育支援事業（児童措置費）１９９，４３３，４００円、児

童扶養手当支給事業（児童措置費）１９５，７５０，６４０円、学童保育室維持管理事業（児童福

祉施設費）２６７，８９３，９２５円、公立保育所保育運営事業（児童福祉施設費）１５０，２３

４，７２９円、生活保護費では低所得者自立支援事業（扶助費）８８３，３１３，２４６円である。 

 

 

〔４款〕衛生費                                （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

保健衛生費 599,146,000 531,073,861 68,072,139 563,708,720 △32,634,859 

    88.6%     △5.8% 

清 掃 費 994,990,000 947,754,907 47,235,093 976,371,202 △28,616,295 

    95.3%     △2.9% 

合 計 1,594,136,000 1,478,828,768 115,307,232 1,540,079,922 △61,251,154 

    92.8%     △4.0% 

 

予算現額１，５９４，１３６，０００円に対して、支出済額は１，４７８，８２８，７６８円で

ある。また、前年度と比較すると６１，２５１，１５４円（４．０％）減少している。 
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支出済額の主なものは、保健衛生費では予防接種事業（予防費）１１９，６７３，８０１円、生

活排水対策事業（清流対策費）１１３，８５３，８９６円、清掃費では一般廃棄物収集運搬処理事

業（塵芥処理費）８０４，０７９，０６３円である。 

 

 

〔５款〕労働費                              （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

労 働 費 546,000 451,738 94,262 500,500 △48,762 

    82.7%     △9.7% 

 

予算現額５４６，０００円に対して、支出済額は４５１，７３８円である。また、前年度と比較

すると４８，７６２円（９．７％）減少している。 

支出済額の主なものは、就労支援事業（労働諸費）３４２，０００円である。 

 

 

〔６款〕農林水産業費                           （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

農 業 費 92,637,000 90,015,486 2,621,514 83,454,441 6,561,045 

    97.2%     7.9% 

林 業 費 2,522,000 2,502,663 19,337 3,002,348 △499,685 

    99.2%     △16.6% 

合 計 95,159,000 92,518,149 2,640,851 86,456,789 6,061,360 

    97.2%     7.0% 

 

予算現額９５，１５９，０００円に対して、支出済額は９２，５１８，１４９円である。また、

前年度と比較すると６，０６１，３６０円（７．０％）増加している。 

支出済額の主なものは、農業費では土地改良事務（農地費）１２，７９１，１４３円である。 

 

 

〔７款〕商工費                              （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

商 工 費 247,789,000 242,444,678 5,344,322 225,385,864 17,058,814 

    97.8%     7.6% 

 

予算現額２４７，７８９，０００円に対して、支出済額は２４２，４４４，６７８円である。ま

た、前年度と比較すると１７，０５８，８１４円（７．６％）増加している。 

支出済額の主なものは、巾着田維持管理事業（観光費）１１０，８６５，２４１円である。 
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〔８款〕土木費                                （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

土木管理費 217,422,000 209,654,891 7,767,109 212,004,821 △2,349,930 

    96.4%     △1.1% 

道 路 

橋りょう費 

1,117,118,000 897,399,538 67,616,462 894,454,062 2,945,476 

  80.3%     0.3% 

河 川 費 10,241,000 10,185,680 55,320 26,633,040 △16,447,360 

    99.5%     △61.8% 

都市計画費 522,863,000 473,459,258 19,403,742 432,103,025 41,356,233 

    90.6%     9.6% 

住 宅 費 79,898,000 71,088,023 8,809,977 5,496,176 65,591,847 

    89.0%     1,193.4% 

合 計 1,947,542,000 1,661,787,390 103,652,610 1,570,691,124 91,096,266 

    85.3%     5.8% 

 

予算現額１，９４７，５４２，０００円に対して、支出済額は１，６６１，７８７，３９０円で

あり、前年度と比較すると９１，０９６，２６６円（５．８％）増加している。 

支出済額の主なものは、道路橋りょう費では道路等維持・補修事業（道路維持費）２４７，７６

９，８１３円、幹線道路等舗装補修事業（道路維持費）３９８，４６７，０８０円、幹線市道整備

事業（道路新設改良費）１３０，６２４，０３７円である。 

翌年度繰越額が１５２，１０２，０００円（道路橋りょう費）及び３０，０００，０００円（都

市計画費）ある。 

 

 

〔９款〕消防費                                （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

消 防 費 846,805,000 842,496,019 4,308,981 857,591,094 △15,095,075 

    99.5%     △1.8% 

 

埼玉西部消防組合への負担金や消防団に関する経費が主なものであり、予算現額８４６，８０５，

０００円に対して、支出済額は８４２，４９６，０１９円であり、前年度と比較すると１５，０９

５，０７５円（１．８％）減少している。 
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〔10款〕教育費                                （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

教育総務費 465,530,000 443,590,890 21,939,110 431,180,068 12,410,822 

    95.3%     2.9% 

小 学 校 費 176,648,000 163,097,564 13,550,436 147,919,585 15,177,979 

    92.3%     10.3% 

中 学 校 費 195,048,000 171,300,264 23,747,736 345,248,003 △173,947,739 

    87.8%     △50.4% 

幼 稚 園 費 106,687,000 88,663,300 18,023,700 98,775,400 △10,112,100 

    83.1%     △10.2% 

社会教育費 371,184,000 355,317,952 15,866,048 557,512,027 △202,194,075 

    95.7%     △36.3% 

保健体育費 267,842,000 257,849,089 9,992,911 429,548,533 △171,699,444 

    96.3%     △40.0% 

合 計 1,582,939,000 1,479,819,059 103,119,941 2,010,183,616 △530,364,557 

    93.5%     △26.4% 

 

予算現額１，５８２，９３９，０００円に対して、支出済額は１，４７９，８１９，０５９円で

あり、前年度と比較すると５３０，３６４，５５７円（２６．４％）減少している。 

支出済額の主なものは、教育総務費では、教育の情報化事業（事務局費）５２，９０９，２６０

円、小学校費では小学校維持管理事業（学校管理費）９８，９０９，８３６円、中学校費では中学

校維持管理事業（学校管理費）９８，５４７，２８８円、幼稚園費では私立幼稚園就園支援事業８

８，６６３，３００円、社会教育費では公民館維持管理事業（教育総務課）（公民館費）３６，５

０３，３５４円、図書館運営事務（図書館費）８３，１８９，３０９円、保健体育費では学校給食

事業（学校給食費）９２，２１９，９５４円である。 

 

 

〔11款〕災害復旧費                             （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

公 共 土 木 

施 設 災 害 

復 旧 費 

118,736,000 11,556,000 0 0 11,556,000 

  9.7%     皆増 

 

予算現額１１８，７３６，０００円に対して、支出済額は１１，５５６，０００円である。 

支出の内容は平成２９年１０月２２日の台風被害に係る災害復旧事業（道路橋りょう災害復旧

費）である。 

翌年度繰越額が１０７，１８０，０００円（公共土木施設災害復旧費）ある。 
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〔12款〕公債費                                （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

公 債 費 1,203,071,000 1,182,378,644 20,692,356 1,148,587,803 33,790,841 

    98.3%     2.9% 

 

予算現額１，２０３，０７１，０００円に対して、支出済額は１，１８２，３７８，６４４円で

あり、前年度と比較すると３３，７９０，８４１円（２．９％）増加している。 

支出済額の内訳は、市債元金償還事務（元金）１，０９３，４０９，７５９円、市債利子支払事

務（利子）８８，９６８，８８５円である。 

 

 

〔13款〕諸支出金                              （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

公営企業費 268,032,000 218,140,000 49,892,000 309,833,000 △ 91,693,000 

    81.4%     △29.6% 

 

予算現額２６８，０３２，０００円に対して、支出済額は２１８，１４０，０００円であり、前

年度と比較すると９１，６９３，０００円（２９．６％）減少している。 

支出済額の内容は、下水道事業会計助成事務（公営企業費）２１８，１４０，０００円である。 

   

 

〔14款〕予備費                               （単位：円） 

区 分 当初予算額 補正予算額 充用額・率 予 算 現 額 前年度充用額 増減額・率 

予 備 費  40,000,000 0 20,767,000 19,233,000 21,518,000 △751,000 

      51.9%     △3.5% 

 

歳出決算事項別明細書のとおり、各科目に充当されている。 

 

 

 


